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連結注記表

株主資本等変動計算書
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ユー・エム・シー・エレクトロニクス株式会社



新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
　　該当事項はありません。

②　当事業年度中の職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　　該当事項はありません。

－ 1 －



業務の適正を確保するための体制及び運用状況
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役・経営役員・執行役員・執行職の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制

・当社グループは、「ＵＭＣグループ行動規範」を定め、取締役・経営役員・執行役員・執行
職は、当該行動規範を遵守し、法令、定款及び社会規範に則って行動します。

・当社は、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保するため、2020 年 3 月に「監査等委員
会設置会社」に移行し、社外取締役の活用等により取締役会の監督機能を強化しておりま
す。監査等委員会は、取締役の職務の執行の監査等を行います。

　また、取締役は、取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、職務の執行状況を取締役
会に報告するとともに、他の取締役の職務の執行状況を相互に監視、監督します。

・当社は、取締役の指名・報酬等の決定に関し、その公正性・透明性・客観性を強化し、コー
ポレート・ガバナンスの充実を図るため、取締役会の諮問機関として、委員の過半数を独立
社外取締役で構成する指名・報酬委員会における審議を経て、取締役会の決議により決定し
ます。

・当社は、社外取締役を委員長とし、監査等委員である取締役を含むコンプライアンス委員会
を設置して、当社グループ全体のコンプライアンス体制に係る規程の改廃、及びコンプライ
アンス体制上の重要な問題を審議します。規定されたコンプライアンス体制は、法務部が事
務局となって運営・管理します。

・取締役・経営役員・執行役員・執行職に対して、コンプライアンスの教育・研修を継続的に
実施します。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）は、その業務執行にあたり、取締役会、及び各会
議体においては、法令、定款及び社内規程に基づき、附議事項を総合的に検討したうえで意
思決定を行います。また、これらの主要会議体への附議事項を定めた規程類等に基づき、適
切に附議を行います。
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役は、株主総会、取締役会の議事録と関連資料、その他取締役の職務執行に関する重要

な文書を法令、及び関係規程に基づき、それぞれの担当部門において適切に保存・管理しま
す。

・これらの文書について、取締役等から業務上の理由により閲覧の申請があった場合には、速
やかに閲覧できる仕組みを整えます。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・予算管理制度や資産管理制度等により会社の利益・財産を適切に管理するとともに、職務権

限規程に基づく稟議制度等により、所定の権限、及び責任に基づいて業務並びに予算の執行
を行います。重要案件については、取締役会や各会議体への附議基準を定めた規程に基づ
き、適切に附議を行います。

・当社は、企業活動の持続的発展を脅かすあらゆるリスクに対処するため、リスク管理を実施
します。当社グループのリスク管理事項について問題が発生した場合、速やかにその評価を
行い、各関係部門と連携し改善策を策定するとともに、遅滞なくステークホルダーへ開示し
てまいります。

・経営に重大な影響を及ぼす緊急事態が発生した場合、代表取締役社長以下、取締役は、リス
ク管理規程等に基づき、被害を最小限に止めるとともに、事業の継続性確保、及び早期復旧
に向けた対応を図ります。

④ 当社及び子会社の取締役・経営役員・執行役員・執行職の職務の執行が効率的に行われるこ
とを確保するための体制

・取締役会は、業務執行を担当する取締役・経営役員・執行役員・執行職の業務分掌に基づ
き、また中期経営計画、及び年度予算に基づいて業績目標を設定し、当該取締役・経営役
員・執行役員・執行職に業務の執行を行わせます。

・上記取締役・経営役員・執行役員・執行職は、業務執行を委任された事項について、現場か
らの的確な情報収集に努め、諸規程に定める手続き等に基づき、必要な決定と業務執行を行
います。

・内部監査部門は、取締役・経営役員・執行役員・執行職の業務執行状況を把握し、改善を図
るため、監査等委員会と緊密な連携を取りながら内部監査を実施します。
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⑤ 当社及び子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社は、使用人の職務の執行が法令、及び定款に適合することを確保するため、社是、「Ｕ

ＭＣグループ行動規範」、コンプライアンス規程、その他諸規程を整備し、それらの遵守を
徹底する体制を構築いたします。

・取締役・経営役員・執行役員・執行職は、当社使用人へのコンプライアンス教育・研修を継
続的に行います。

・使用人は、法令違反その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合、内部通
報制度での通報を行い、通報内容は、コンプライアンス委員会において管理されます。コン
プライアンス委員会では、通報内容に対する対応方針、対応策、及び再発防止策について検
討し、コンプライアンス担当部門等の関連部門に対してその実施を指示します。

・代表取締役社長は、内部監査部門を直轄いたします。内部監査部門は、代表取締役社長の指
示に基づき、業務執行状況の内部監査を行います。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制並びに子会社取
締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

・企業集団での業務執行の決定、及び業務の執行の適正を確保するため、当社の取締役・経営
役員・執行役員・執行職を子会社の役員に選任しており、「ＵＭＣグループ管理規程」を制
定しております。

・子会社の役員は、「ＵＭＣグループ管理規程」において定められている報告事項を、定期・
不定期に当社に報告する責任を負っています。

・子会社の役員は、当社が定めるリスク管理の規程に基づいてリスク管理を実施し、「ＵＭＣ
グループ管理規程」にしたがって当社に報告を行う責任を負っています。

・「ＵＭＣグループ管理規程」に基づき、当社管理本部が、子会社に関連する業務を担当する
とともに、内部監査部門が、当社グループ内における内部監査を実施し、子会社の業務が効
率的に行われていることを確保します。

・当社は、単体としての業務執行が法令、及び定款に適合することを確保するための諸施策に
加え、当社グループの企業集団としての業務の適正と効率性を確保するために必要なグルー
プとしての規範を遵守していきます。

・内部監査部門は、監査等委員会との緊密な連携を構築することにより、当社グループの連結
経営に対応したグループ全体の監査を実効的かつ適正に行います。

・当社を除く当社グループ各社に、本社直轄の内部監査部門を設置、又は内部監査機能を適切
な部門に兼任させ、自社内の独立的モニタリング体制を確保します。
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⑦ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項

・監査等委員会が職務を補助すべき使用人を置くことが必要と判断し、これを求めた場合、監
査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことができます。当該使用人は、当社業務を熟
知し、計数的な知見を有する使用人といたします。

・当該使用人は、監査等委員会の指揮命令に従い、その業務を行います。

⑧ 前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項
・前号の使用人の独立性を確保するため、当該使用人の任命、異動等、人事権にかかわる事項

の決定には、監査等委員会の事前同意を得ます。
・当該使用人の人事考課は、監査等委員会が行います。

⑨ 監査等委員会のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
・補助使用人は、監査等委員に同行して、取締役会その他の重要な会議に出席する機会を確保

します。
・補助使用人は、監査等委員に同行して、代表取締役社長や会計監査人と定期的に意見交換を

する場に参加します。
・取締役・経営役員・執行役員・執行職、及び使用人は、補助使用人の業務が円滑に行われる

よう、監査環境の整備に協力します。

⑩ 取締役・経営役員・執行役員・執行職、及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制
その他の監査等委員会への報告に関する体制

・業務執行を担当する取締役・経営役員・執行役員・執行職は、取締役会等の主要な会議体に
おいて、随時その担当する業務の執行状況の報告を行います。

・業務執行を担当する取締役、経営役員、執行役員、執行職、及び使用人は、(1)当社グルー
プの信用を大きく低下させた、又はそのおそれのあるもの、(2) 当社グループの業績に大き
な悪影響を与えた、又はそのおそれのあるもの、(3) 当社グループ内外に、環境、安全、衛
生面で重大な被害を与えた、あるいはそのおそれのあるもの、(4)重大な企業行動規範への
違反等につき、発見次第、速やかに監査等委員会に対して報告を行います。取締役・経営役
員・執行役員・執行職、及び使用人は、監査等委員会からの求めに応じ、定期的、及び随時
に、監査等委員会に業務の執行状況、コンプライアンスやリスクマネジメントなどの内部統
制システムの整備、及び運用状況等の報告を行います。
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・監査等委員会への情報提供者に対し、情報提供を行ったことを理由として、当該情報提供者
に対する不当な扱いをすることを禁止しています。

・監査等委員会がその業務の執行について生ずる費用の前払い、又は償還等の請求をしたとき
は、速やかに当該費用について処理しています。

⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
主要会議体には、常勤の監査等委員の出席を求めるとともに、監査等委員会は、監査の実施
にあたり必要と認めるときは、重要書類の閲覧、会計監査人との定期的、及び随時の情報交
換を行い、また自らの判断で、外部アドバイザーを活用することができます。

⑫ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社及び子会社は財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告
書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能
することを継続的に評価し、必要な是正を行います。

⑬ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備について
当社及び子会社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、断固
たる行動をとるものとし、一切の関係を遮断することを「ＵＭＣグループ行動規範」に定
め、基本方針とします。また、「反社会的勢力との関係遮断に関する規程」を制定し、人事
総務部のもと「反社会的勢力排除マニュアル」に基づく管理を徹底するとともに、適宜に警
察・顧問弁護士等の外部専門機関と連携し、組織的かつ速やかに対応します。

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての運用状況の概要は以下のとおりであります。

・当社は取締役の職務の執行が法令及び定款に適合していることを確保するため、毎月及び必要
に応じて取締役会を開催し、各本部を担当する取締役から業務の執行の報告を行っています。
また、取締役会に先立ち、毎月経営会議を開催し、業務の執行状況が監督できるようにしてい
ます。

・リスク管理の一環として、グループ全体でのリスク評価を行っています。
・法令・定款及び社会規範への遵守を徹底するため、継続的にコンプライアンス教育を実施して

います。
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・内部監査部は、監査等委員会との連携を保ちながら、リスク・アプローチに基づく内部監査を
独立的モニタリングとして実施しています。

・当社は、法令違反行為や企業倫理に反する行為等、不正・不適切な行為の早期発見・早期是正
を図るとともにコンプライアンス経営の強化のため「UMCグループホットライン運営規程」
を設定し、内部通報制度を運用しています。更に、当内部通報制度とは別に、社長意見箱も常
時設置して広く意見を受け付けています。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 4,729 10,472 △83 △0 15,118
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － － － － －
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 － － 1,570 － 1,570

自 己 株 式 の 取 得 － － － － －
資本金及び資本剰余
金 の 額 の 減 少 － － － － －
その他資本剰余金の
額 の 減 少 － － － － －
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,570 － 1,570
当 期 末 残 高 4,729 10,472 1,487 △0 16,689

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計為替換算

調整勘定
退職給付に係る調

整累計額
その他の包括利益累
計 額 合 計

当 期 首 残 高 △233 △43 △277 29 52 14,923
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － － － － － －
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 － － － － － 1,570

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －
資本金及び資本剰余
金 の 額 の 減 少 － － － － － －
その他資本剰余金の
額 の 減 少 － － － － － －
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 576 13 590 － 1 592

当 期 変 動 額 合 計 576 13 590 － 1 2,163
当 期 末 残 高 343 △30 312 29 54 17,086

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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連結注記表
（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　13社
・連結子会社の名称

UMC Electronics Hong Kong Limited
UMC Electronics (Shenzhen) Co., Ltd.
UMC Electronics (Dongguan) Co., Ltd.
UMC Electronics Products (Dongguan) Co., Ltd.
UMC Dongguan Plastics Co., Ltd.
UMC Electronics Manufacturing (Dongguan) Co., Ltd.
UMC Electronics Vietnam Limited
UMC Electronics (Thailand) Limited
UMC Electronics Europe GmbH
UMC Electronics Mexico, S.A. de C.V.
UMC Electronics North America, Inc.
ＵＭＣ・Ｈエレクトロニクス株式会社
ＵＭＣジャストインスタッフ株式会社

②　非連結子会社の状況
該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社数

該当事項はありません。
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②　持分法を適用しない関連会社の名称等
会社等の名称　　UMEK GmbH
持分法を適用しない理由
　UMEK GmbHの当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
からみて、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め、同社を持分法の適用の範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の会計年度に関する事項
　連結子会社のうちUMC Electronics (Shenzhen) Co., Ltd.、UMC Electronics 
(Dongguan)Co., Ltd.、UMC Electronics Products (Dongguan) Co., Ltd.、UMC 
Dongguan Plastics Co., Ltd.、UMC Electronics Manufacturing (Dongguan) Co., Ltd.、
UMC Electronics Mexico, S.A. de C.V.の決算日は12月31日ですが、連結決算日での仮決算を
行った計算書類を使用して、連結決算を行っております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券
ａ．市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産
　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～38年
機械装置 ２～10年
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ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ソフトウエア ２～10年
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて
おります。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ．使用権資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員賞与の支払に備えて、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．製品保証引当金
　販売した製品の不具合等による費用支出に備えるため、合理的に見積もることのできる
金額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

　当社及び国内連結子会社は確定拠出年金制度を採用しております。
　また、確定給付年金制度を採用している国内子会社の退職給付に係る会計処理の方法は
以下のとおりであります。

a．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については給付算定式基準を採用しております。
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b．数理計算上の差異の費用処理方法
　その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（7～9年）による定額法
により発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　なお、一部の海外連結子会社は、退職給付に係る負債の計算に、期末の退職給付の要
支給額を用いた簡便法を適用しております。

ロ．ヘッジ会計の方法
a．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　また、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採
用し、通貨スワップについて振当処理の条件を充たしている場合には振当処理を採用
しております。

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段…金利スワップ取引及び通貨スワップ
　ヘッジ対象…借入金

ｃ．ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを低減することを目的として金利スワップ取引及び通貨ス
ワップを行っております。

ｄ．ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動
又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評
価しております。ただし、特例処理によっている金利スワップ、振当処理によってい
る通貨スワップについては、有効性の評価を省略しております。

ハ．のれんの償却に関する事項
　のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

ニ．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資
産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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ホ．収益及び費用の計上基準
　当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
　　ステップ１：顧客との契約を識別する。
　　ステップ２：契約における履行義務を識別する。
　　ステップ３：取引価格を算定する。
　　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
　　ステップ５：企業が履行義務の充足時に（または充足するにつれて）収益を認識す
　　　　　　　　る。
　当社グループは、EMS事業及びその他の事業を営んでおります。EMS事業において
は、主に、車載機器、産業機器、OA機器、コンシューマー製品向けの製品の販売を行っ
ております。このような製品の販売については、製品が顧客に検収された時点において顧
客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、通
常は製品が顧客に検収された時点で収益を認識しております。開発業務については、履行
義務の進捗に応じて収益を認識しております。進捗度は、主として見積原価総額に対する
累計発生原価の割合で算出しております。
　また、その他の事業（人材派遣業）においては、顧客との労働者派遣契約に基づいて顧
客に派遣した、当社グループと雇用契約を締結した派遣スタッフの派遣期間の稼働実績に
応じて収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計
基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。顧客から製造委託を受けた
有償支給部品取引については、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していまし
たが、加工代相当額のみを純額で収益として認識する方法に変更しております。加えて、買戻し
義務のある有償支給により顧客から支給される支給品の期末棚卸高については、従来は「流動資
産」の「棚卸資産」として表示しておりましたが、「流動資産」の「その他」に表示しておりま
す。また、当支給品に係る買掛金については、従来は「支払手形及び買掛金」として表示してお
りましたが、「流動負債」の「未払金」に表示しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針
を適用しております。
　この結果、当連結会計年度末の棚卸資産は2,718百万円減少し、流動資産のその他は2,718百
万円増加しており、支払手形及び買掛金は1,885百万円減少し、未払金は1,885百万円増加して
おります。当連結会計年度の売上高は9,501百万円減少したものの、売上原価が9,501百万円減
少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響はありません。また、利益剰余
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金の当期首残高への影響はありません。
　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資
産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契
約資産」に含めて表示することといたしました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金
融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的
な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用するこ
とといたしました。なお、当該会計基準等の適用が連結計算書類に与える影響はありません。ま
た、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事
項等の注記を行うことといたしました。
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事業セグメント ＥＭＳ事業 その他（注） 合計

主たる地域市場
日本
中国
ベトナム
その他アジア
欧米

48,303
45,023
24,666
8,071
7,856

629
－
－
－
－

48,932
45,023
24,666
8,071
7,856

133,921 629 134,550

主要な財又はサービスのライン
車載機器
産業機器
ＯＡ機器
コンシューマー製品
情報通信機器
その他

81,133
21,907
28,775

848
－

1,256

－
－
－
－
－

629

81,133
21,907
28,775

848
－

1,885
133,921 629 134,550

収益認識の時期
一時点で認識される収益
一定の期間にわたり認識される
収益

132,841
1,079

－
629

132,841
1,708

133,921 629 134,550

顧客との契約から生じる収益
その他の収益

133,921
－

629
－

134,550
－

外部顧客への売上高 133,921 629 134,550

３．収益認識に関する注記
　１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分はＥＭＳ事業に含まれない事業であり、人材派遣業を含んでおります。
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　２．収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1)　契約資産及び契約負債の残高等
　当社グループにおける顧客との契約から生じた債権の期首残高は18,759百万円、期末残高
は16,110百万円であります。また、契約資産の期首残高は258百万円、期末残高は331百万円
であり、契約負債の期首残高は零、期末残高は20百万円であります。

４．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、
翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであ
ります。

（棚卸資産）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

①　製品1,787百万円
②　仕掛品736百万円
③　原材料及び貯蔵品23,871百万円
④　棚卸資産評価損1,723百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社及び連結子会社は主として総平均法に基づく原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。
　棚卸資産の評価を行うに当たっては、原則として取得原価をもって連結貸借対照表価額とし、
連結会計年度末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価
額をもって連結貸借対照表価額としております。
　また、一定の期間を超えて保有する棚卸資産については、経営環境の変化等を原因として営業
循環過程から外れた場合、滞留棚卸資産となり最終的には廃棄される可能性があります。営業循
環過程から外れた滞留棚卸資産については、収益性の低下を反映するために、一定の期間を超え
た場合に、帳簿価額を切り下げる方法を採用しております。
　ただし、経営環境の変化等により、主要な仮定である、営業循環過程から外れた一定の期間を
変動させる必要がある場合、翌連結会計年度の連結計算書類に計上される棚卸資産の金額に重要
な影響を与える可能性があります。
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（繰延税金資産）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　繰延税金資産　　395百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っ
ております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性が
あり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結
計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

５．会計上の見積りの変更に関する注記
　当社グループは、棚卸資産の評価基準について、営業循環過程から外れた一定の期間を超えて
保有する棚卸資産について、帳簿価額を切り下げた価額をもって、連結貸借対照表価額としてお
ります。
　生産部材不足や調達納期が長期化するなかで安定的な生産体制やサプライチェーンを維持する
ために、当社グループの営業循環過程での正常在庫の保有期間も変化しています。また、国内外
における在庫管理が精緻化されたことや、営業循環過程から外れた一定の期間を評価するための
十分な期間のデータが蓄積されたことによって、当該一定の期間の実態をより詳細に把握するこ
とが当連結会計年度末において可能になっております。これらの状況を踏まえ、棚卸資産に係る
収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成績に反映させるため、当連結会計年度末に
おいて、棚卸資産のうち原材料について、帳簿価額の切り下げに係る一定の期間を伸長すること
としました。
　この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の売上原価は571百万円減少し、営業
利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が同額増加しています。

６．連結貸借対照表に関する注記
担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産
　　該当事項はありません。

②　担保に係る債務
該当事項はありません。
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普通株式
Ａ種優先株式

28,277,620株
7,000株

普通株式 324,200株

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く。）の目的となる株式の種類及び数

８．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、必要な資金を主に銀行借入により調達しております。デリバティブ取引
は、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方
針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。
顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年内の支払期日であります。
　借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金を目的としたものであり、一部の借入金の金利
変動リスクに対して金利スワップ取引を利用してヘッジをしております。
　利用しているデリバティブ取引は金利スワップ取引及び通貨スワップであります。デリバテ
ィブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従い、資金
担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段と
ヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書
類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」に記載されている「(4)会計方針に関す
る事項　④その他連結計算書類作成のための重要な事項　ロ．ヘッジ会計の方法」をご参照く
ださい。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

⑴　長期借入金（※２） 7,468 7,407 △60

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 61

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
当連結会計年度（2022年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（※１）「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」及び「短期借入
金」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、
記載を省略しております。

（※２）１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（※３）市場価格のない株式等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

⑶　金融商品の時価等の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　当連結会計年度（2022年３月31日）

　　　　該当事項はありません。
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 - 7,407 - 7,407

⑴　１株当たりの純資産額 353円72銭
⑵　１株当たりの当期純利益 55円56銭
⑶　潜在株式調整後１株当たりの当期純利益 55円47銭

②時価で連結貸借対照表に計上していない金融商品
　当連結会計年度（2022年３月31日）

注）１．時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いて算出する方法によっております。また、金利スワップの特例処理
の対象とされている長期借入金は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合
計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっ
ております。ただし、変動金利による長期借入金は一定期間ごとに金利の更改が行われて
おり、また、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっており
ます。

９．賃貸等不動産に関する注記
　当社グループは、神奈川県において、賃貸用の土地を有しております。当該賃貸等不動産の連
結貸借対照表計上額は、2,654百万円、期末時価は5,590百万円であります。
　なお、当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定評価に基づく価額によっております。

１０．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中
平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数に
より算出しております。当社は優先株式の発行を行っているため、１株当たり純資産は、優先
株式を控除した普通株式に係る期末の純資産により算出しております。
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１１．重要な後発事象に関する注記
（子会社株式の追加取得）
　当社は連結子会社であるＵＭＣ・Ｈエレクトロニクス株式会社の普通株式を追加取得いたしま
した。
１．取引の概要
(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容
　結合当事企業の名称：ＵＭＣ・Ｈエレクトロニクス株式会社
　事業の内容　　　　：情報関連機器プリント基板組立、情報関連機器装置組立/試験、
　　　　　　　　　　　情報関連機器プリント基板実装設計等
(2)企業結合日
　2022年4月1日
(3)企業結合の法的形式
　非支配株主からの株式取得
(4)結合後企業の名称
　変更はありません。
(5)その他取引の概要に関する事項
　追加取得した株式の議決権比率は11.9%であり、議決権比率の合計は97.0％となりました。

２．実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会
計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１
月16日）に基づき共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理する予定であり
ます。

３．子会社株式の追加取得に関する事項
　取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　　　取得の対価　　現金　　31百万円
　　　取得原価　　　　　　　31百万円

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
(1)資本剰余金の主な変動要因
　子会社株式の追加取得
(2)非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額
　現時点では確定しておりません。
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場所 用途 種類 減損損失（百万円）

当社（埼玉県上尾市） 遊休資産 機械装置及び運搬具 11

U M C  E l e c t r o n i c s
(Thailand) Limited 事業用資産

機械装置及び運搬具 51

工具、器具及び備品 12

合計 74

（重要な設備投資）
当社は、株式会社日立製作所と2018年４月３日付にて締結した株式及び資産譲渡契約、並び

に、2022年３月23日付にて締結した資産譲渡契約に基づき、2022年４月１日付で、株式会社日
立製作所から建物及び付帯設備を購入いたしました。
１．所在地

神奈川県秦野市
２．資産内容
　　建物及び付帯設備
３．取得金額
　　6,586百万円
４．当該設備が営業・生産活動に及ぼす重要な影響
　　当該設備投資による業績への影響は軽微であります。

１２．その他の注記
（減損損失）

　当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社グループは、原則として、事業用資産については工場単位を基準としてグルーピングを行
っております。
　市況の変化等に伴う収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなったため、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（74百万円）として特別損失に計上しました。
　回収可能価額は正味売却価額により測定しておりますが、鑑定評価額等による売却可能額によ
り評価しております。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計土地圧縮
積 立 金 別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 4,729 4,499 5,973 10,472 52 27 2,500 △8,811 △6,231
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 725 725
当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － － 725 725
当 期 末 残 高 4,729 4,499 5,973 10,472 52 27 2,500 △8,086 △5,506

株 主 資 本
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 △0 8,970 29 8,999
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 725 725
当 期 変 動 額 合 計 － 725 － 725
当 期 末 残 高 △0 9,695 29 9,725

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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個別注記表
（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
イ．子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．その他有価証券
ａ．市場価値のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　製品・原材料・仕掛品

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～38年
機械装置 ６年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②　賞与引当金
　従業員賞与の支払に備えて、支給見込額の当期負担額を計上しております。

③　製品保証引当金
　販売した製品の不具合等による費用支出に備えるため、合理的に見積もることのできる金
額を計上しております。

④　債務保証損失引当金
　関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失
負担見込額を計上しております。債務保証額に変更があったことから、当事業年度末残高は
零となっております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社は、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
　　ステップ１：顧客との契約を識別する。
　　ステップ２：契約における履行義務を識別する。
　　ステップ３：取引価格を算定する。
　　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
　　ステップ５：企業が履行義務の充足時に（または充足するにつれて）収益を認識する。
　当社は、EMS事業を営んでおります。EMS事業においては、主に、車載機器、産業機器、
OA機器向けの製品の販売を行っております。このような製品の販売については、製品が顧客に
検収された時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し
ていることから、通常は製品が顧客に検収された時点で収益を認識しております。開発業務につ
いては、履行義務の進捗に応じて収益を認識しております。進捗度は、主として見積原価総額に
対する累計発生原価の割合で算出しております。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　ヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　また、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用
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し、通貨スワップについて振当処理の条件を充たしている場合には振当処理を採用してお
ります。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ取引及び通貨スワップ
ヘッジ対象…借入金

ハ．ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを低減することを目的として金利スワップ取引及び通貨スワッ
プを行っております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又
はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価し
ております。ただし、特例処理によっている金利スワップ、振当処理によっている通貨
スワップについては、有効性の評価を省略しております。

②　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計
基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。顧客から製造委託を受けた有償
支給部品取引については、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していました
が、加工代相当額のみを純額で収益として認識する方法に変更しております。加えて、買戻し義
務のある有償支給により顧客から支給される支給品の期末棚卸高については、従来は「流動資
産」の「製品」及び「仕掛品」並びに「原材料及び貯蔵品」として表示しておりましたが、「流
動資産」の「その他」に表示しております。また、当支給品に係る買掛金については、従来は
「買掛金」として表示しておりましたが、「流動負債」の「未払金」に表示しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的
影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適
用しております。
　この結果、当事業年度末の製品は16百万円、仕掛品は15百万円、原材料及び貯蔵品は200百
万円減少し、流動資産のその他は232百万円増加しており、買掛金は178百万円減少し、未払金
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は178百万円増加しております。当事業年度の売上高は3,012百万円減少したものの、売上原価
が3,012百万円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響はありません。ま
た、繰越利益剰余金の当期首残高への影響はありません。
　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示
していた「売掛金」は、当事業年度より「売掛金及び契約資産」に含めて表示することといたし
ました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商
品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取
扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することと
いたしました。なお、当該会計基準等の適用が計算書類に与える影響はありません。

３．収益認識に関する注記
　１．収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。

４．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年
度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

（棚卸資産）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

①　製品426百万円
②　仕掛品214百万円
③　原材料及び貯蔵品2,530百万円
④　棚卸資産評価損98百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下
げの方法により算定）を採用しております。
　棚卸資産の評価を行うに当たっては、原則として取得原価をもって貸借対照表価額とし、事業
年度末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもっ
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て貸借対照表価額としております。
　また、一定の期間を超えて保有する棚卸資産については、経営環境の変化等を原因として営業
循環過程から外れた場合、滞留棚卸資産となり最終的には廃棄される可能性があります。営業循
環過程から外れた滞留棚卸資産については、収益性の低下を反映するために、一定の期間を超え
た場合に、帳簿価額を切り下げる方法を採用しております。
　ただし、経営環境の変化等により、主要な仮定である、営業循環過程から外れた一定の期間を
変動させる必要がある場合、翌事業年度の計算書類に計上される棚卸資産の金額に重要な影響を
与える可能性があります。

（繰延税金資産）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　繰延税金資産　　207百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っ
ております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性が
あり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類
において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

５．会計上の見積りの変更に関する注記
　当社は、棚卸資産の評価基準について、営業循環過程から外れた一定の期間を超えて保有する
棚卸資産について、帳簿価額を切り下げた価額をもって、貸借対照表価額としております。
　生産部材不足や調達納期が長期化するなかで安定的な生産体制やサプライチェーンを維持する
ために、当社の営業循環過程での正常在庫の保有期間も変化しています。また、在庫管理が精緻
化されたことや、営業循環過程から外れた一定の期間を評価するための十分な期間のデータが蓄
積されたことによって、当該一定の期間の実態をより詳細に把握することが当事業年度末におい
て可能になっております。これらの状況を踏まえ、棚卸資産に係る収益性の低下の事実をより適
切に財政状態及び経営成績に反映させるため、当事業年度末において、棚卸資産のうち原材料に
ついて、帳簿価額の切り下げに係る一定の期間を伸長することとしました。
　この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度の売上原価は24百万円減少し、営業利
益、経常利益及び税引前当期純利益が同額増加しています。
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UMC Electronics (Thailand) Limited 337百万円
計337百万円

①　短期金銭債権 1,916百万円
②　長期金銭債権
③　短期金銭債務

24,035百万円
999百万円

営業取引による取引高
売上高 5,207百万円
仕入高 5,818百万円
販売費及び一般管理費

営業取引以外の取引高
49百万円

279百万円

６．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
　　該当事項はありません。

②　担保に係る債務
　　　該当事項はありません。

⑵　保証債務
　以下の関係会社のリース取引に係るリース債務に対し債務保証を行っております。

⑶　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

７．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

⑵　債務保証損失引当金戻入額及び貸倒引当金繰入額
　債務保証損失引当金戻入額及び貸倒引当金繰入額は、関係会社に対するものであります。な
お、グループ資金調達の再編に伴い、前事業年度の債務保証損失引当金を貸倒引当金に振り替え
ております。
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株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 47株 －株 －株 47株

繰延税金資産
関係会社株式評価損 4,325百万円
繰越欠損金等 1,911百万円
貸倒引当金 940百万円
賞与引当金否認 26百万円
原材料評価損 25百万円
未払事業税 22百万円
一括償却資産超過額 3百万円
減価償却超過額 2百万円
貸倒損失 1百万円
その他 94百万円

繰延税金資産小計 7,354百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,745百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △5,390百万円
評価性引当額 △7,135百万円

繰延税金資産合計 219百万円
繰延税金負債

土地圧縮積立金 △12百万円
繰延税金負債合計 △12百万円
繰延税金資産の純額 207百万円

８．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

９．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称 議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引金 額

（注） 科 目 期 末 残 高
（注）

そ の 他
の 関 係
会 社

株式会社豊田
自 動 織 機

被所有
直接　34.6％

製 品 の 販 売
部 品 の 仕 入
業 務 の 委 託
役 員 の 兼 任

業 務 の 委 託
製 品 の 販 売
部 品 の 仕 入

42
1,923
1,340

未 払 金
未 払 費 用
電子記録債権

買掛金

248
3

503
251

種 類 会社等の名称 議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 内 容
（注） 取 引金 額 科 目 期 末 残 高

（注）

子 会 社
U M C
Elect ronics
Hong Kong
L i m i t e d

所有
直接　100.0％

製 品 の 仕 入
部 品 の 販 売
資 金 の 貸 付
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付
貸 付 金 の 回 収
利 息 の 受 取
保 証 料 の 受 取
部 品 の 販 売
製 品 の 仕 入

16,127
11,664

103
4

2,714
561

長 期 貸 付 金
未 収 入 金

売掛金
買掛金

14,890
125
321
54

子 会 社
U M C
Elect ronics
(Dongguan)
C o . ,  L t d

所有
間接　100.0％

役 員 の 兼 任
資 金 の 貸 付 保 証 料 の 受 取 2 － －

子 会 社
U M C
Elect ronics
V i e t n a m
L i m i t e d

所有
直接　100.0％

製 品 の 仕 入
部 品 の 販 売
資 金 の 貸 付

貸 付 金 の 回 収
利 息 の 受 取
保 証 料 の 受 取

44
0
0

短 期 貸 付 金
長 期 貸 付 金
未 収 入 金

48
24
11

子 会 社
U M C
Elect ronics
(Tha i l and )
L i m i t e d

所有
直接 　99.9％
間接　　0.0％

製 品 の 仕 入
部 品 の 販 売
資 金 の 貸 付
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付
貸 付 金 の 回 収
利 息 の 受 取
債 務 の 保 証
保 証 料 の 受 取
増 資 の 引 受
部 品 の 販 売
製 品 の 仕 入

5,288
5,667

67
337

1
3,150

294
56

長 期 貸 付 金
未 収 入 金
売 掛 金

4,750
39
41

１０．関連当事者との取引に関する注記
⑴　親会社及び主要株主等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等が含まれております。

　また、取引金額及び期末残高は純額で表示しております。

⑵　子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位：百万円）
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種 類 会社等の名称 議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 内 容
（注） 取 引金 額 科 目 期 末 残 高

（注）

子 会 社
U M C
Elect ronics
M e x i c o ,
S.A. de C.V.

所有
直接 　99.9％
間接　　0.0％

資 金 の 貸 付
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付
貸 付 金 の 回 収
利 息 の 受 取

3,083
439
28

長 期 貸 付 金 4,370

子 会 社 UMC・H ｴﾚｸ
ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ ㈱

所有
直接 　85.1％

資 産 の 貸 付
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付
貸 付 金 の 回 収
利 息 の 受 取
利 息 の 支 払
家 賃 の 受 取
製 品 の 仕 入

2,500
1,700

1
0

57
3,743

短 期 貸 付 金
未 収 利 息

800
0

⑴　１株当たりの純資産額 95円32銭
⑵　１株当たりの当期純利益 25円64銭
⑶　潜在株式調整後１株当たりの当期純利益 25円60銭

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 増資の引受は、子会社が行った増資を引き受けたものであります。

２. 取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等が含まれております。
３. 資金の貸付については、市場金利を勘案し、合理的に利率を決定しております。
４. 製品の販売、及び部品の仕入には適切な管理費を加算した上で価格を決定しております。
５. 子会社への長期貸付金に対し、3,087百万円の貸倒引当金を計上しております。
６．UMC Electronics Mexico, S.A. de C.V.に対する長期貸付金は、子会社間における債権債務を決済さ

せるためのものであります。

１１．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たりの当期純利益又は潜在株式調整後１株当たりの当期純利益は、自己株式を控除した
期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総
数により算出しております。当社は優先株式の発行を行っているため、１株当たり純資産は、
優先株式を控除した普通株式に係る期末の純資産により算出しております。
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１２．重要な後発事象に関する注記
（子会社株式の追加取得）
　当社は連結子会社であるＵＭＣ・Ｈエレクトロニクス株式会社の普通株式を追加取得いたしま
した。
１．取引の概要
(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容
　結合当事企業の名称：ＵＭＣ・Ｈエレクトロニクス株式会社
　事業の内容　　　　：情報関連機器プリント基板組立、情報関連機器装置組立/試験、
　　　　　　　　　　　情報関連機器プリント基板実装設計等
(2)企業結合日
　2022年4月1日
(3)企業結合の法的形式
　非支配株主からの株式取得
(4)結合後企業の名称
　変更はありません。
(5)その他取引の概要に関する事項
　追加取得した株式の議決権比率は11.9%であり、議決権比率の合計は97.0％となりました。

２．実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会
計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１
月16日）に基づき共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理する予定であり
ます。

３．子会社株式の追加取得に関する事項
　取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　　　取得の対価　　現金　　31百万円
　　　取得原価　　　　　　　31百万円

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
(1)資本剰余金の主な変動要因
　子会社株式の追加取得
(2)非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額
　現時点では確定しておりません。
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（重要な設備投資）
当社は、株式会社日立製作所と2018年４月３日付にて締結した株式及び資産譲渡契約、並び

に、2022年３月23日付にて締結した資産譲渡契約に基づき、2022年４月１日付で、株式会社日
立製作所から建物及び付帯設備を購入いたしました。
１．所在地

神奈川県秦野市
２．資産内容
　　建物及び付帯設備
３．取得金額
　　6,586百万円
４．当該設備が営業・生産活動に及ぼす重要な影響
　　当該設備投資による業績への影響は軽微であります。
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